
地域経済牽引事業への支援措置について 関連資料 

「地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律

（通称：地域未来投資促進法）」（平成２９年７月３１日施行） 

 

＜主な支援措置＞ 

①税制による支援措置 

○地方税の減免に伴う補てん措置 

 ・固定資産税等を減免した地方公共団体への減収補てん 

 （対象資産：土地、建物、構築物） 

 ○課税の特例 

 ・先進的な事業に必要な設備投資に対する減税措置 

⇒機械・装置等：４０％特別償却、４％税額控除 

  ⇒建物等   ：２０％特別償却、２％税額控除 

②予算による支援措置 

 ○地域中核企業・中小企業等連携支援事業 

 ・研究開発から設備投資、販路開拓等まで一体的に支援 

 ○地方創生推進交付金の活用 

 ・地域未来投資促進法に基づき都道府県の承認を受けた事業計画について

は、内閣府と連携し、重点的に支援 

③金融による支援 

 ○資金供給の円滑化 

 ・日本政策金融公庫による承認中小企業に対する設備資金、運転資金の長

期（２０年、７年以内）かつ固定金利での融資 

 ・地域経済活性化支援機構、中小企業基盤整備機構等によるファンド創設 

④情報に関する支援措置 

 ○候補企業の発掘等のための情報提供 

 ・地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ）等を活用 

⑤規制の特例措置等 

 ○幅広い規制改革ニーズへの迅速な対応 

 ・工場立地法の緑地面積率の緩和  

・一般社団法人を地域団体商標の登録主体として追加 

○農地転用許可、市街化調整区域の開発許可等に係る配慮 

○事業者から地方公共団体に対する事業環境整備の提案手続の創設 

 

 

◆固定資産税等を減免した地方公共団体への減収補てん措置の対象資産 

対象資産：土地、建物、構築物 

 

 

 

 機械及び装置が補てん対象となっていない 
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自治体支援の状況 
 

 
１ Ｖ・ファーレン長崎自治体連携会議 

県下市町において自治体支援会議を設立し、集客支援等について協議を行ってきたとこ

ろであるが、新型コロナウイルス感染拡大の影響が大きかった 2020 シーズンを除いて観客

動員数は増加傾向にあること、財務基盤も改善されてきていること、また、V・ファーレン

長崎が積極的に地域貢献活動に取り組んでおり、今後も更なる連携の強化が求められてい

ることを考慮し、各自治体からクラブへの支援という形から、双方が連携して地域課題の

解決を目指す段階に進んでいると判断し、各自治体とクラブとの合意により、会議名を自

治体連携会議と改称することとした。今後は、自治体の各施策とクラブの地域貢献活動と

の連携を軸に協議を行い、具体的な取り組みに繋げていく。 

 
【構成】県及び県内全市町で構成 
【令和３年度開催状況】 

回 数 期 日 内      容 

連携会議 

第１回 
R3.6.14（月） 

Ｖ・ファーレン長崎からの報告 

Ｖ・ファーレン長崎と各市町の連携状況について 

連携会議 

第２回 
R310.6（水） 

Ｖ・ファーレン長崎からの報告 

各市町のＶ・ファーレン長崎関連事業について 

連携会議 

第３回 
R4.2.9（火） 

Ｖ・ファーレン長崎からの報告 

各市町のＶ・ファーレン長崎関連事業について 

 

 

２ Ｖ・ファーレン長崎練習場の状況 

 諫早市サッカー場、トランスコスモススタジアム長崎 
 
 

３ Ｖ・ファーレン長崎選手の長崎県出身者 

・江川 湧清 選手  南島原市出身 鎮西学院高校（2019 シーズン加入） 
・鍬先 祐弥 選手  長崎市出身  東福岡高校→早稲田大学（2021 シーズン加入） 
・五月田 星矢 選手 長崎市出身  鎮西学院高校（2021 シーズン加入） 
・安部 大晴 選手  長崎市出身  鎮西学院高校（V 長崎 U-18 兼 2022 シーズン加入） 
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